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2010 年 5 月 12 日 

 

持続可能な発展と国際開発協力（５） 

 

１．環境容量（Ecological/ carrying capacity）、余剰生産量モデル 

（１）最大持続収穫量 MSY（MAC）、最大持続経済的収穫量 MEY 

MSY ＞ MEY → ストック量（X）については XMSY ＜ XMEY 

環境容量モデル・余剰生産量モデルの前提 

資源利用ルール→生物資源（再生可能資源）を再生可能な範囲で最適（最大）な利用量

（利用限度）を決定するルール 

        森林資源（天然林・人工林）・漁業資源・牧草地  

         河川の浄化能力（BOD5）、廃棄物の同化能力（assimilative capacity） 

 

（２）MSY・MEY アプローチの条件：所有権（利用権）の設定（国有・私有・コモンズ） 

私有制度：市場財：排除性（監視費用が低い・フリーライドがない） 

競合性（技術的外部性がない） 

     市場価格による調整 

     「市場の失敗」 

国有制度：公共財（純粋公共財・準公共財）非排除性・非競合性 

     権力・権威（Police Power）にもとづく指令・統制（CAC）による調整 

     「政府の失敗」 

コモンズ（集団所有）：非排除性・競合性 

     権威にもとづく指令・統制(CAC)による調整 

 

コモンズの事例： 

日本の入会林野：220 万町歩（1906 年）、185 万 ha（1966 年） 

         日本の森林面積 2510 万 ha：国有林 31％、民有林（私 58・公 11）69% 

                      入会林野 8.8％（1906）、7.3％（1966） 

水利組合（water users association）・土地改良区、漁業権 

 ヨーロッパのコモンズ（アルプス共同牧草地） 

インドネシアのサシ（漁業資源の共同利用制度） 

  

グローバル・コモンズ： 

IWC（国際捕鯨委員会）： 

1948 年設立・現在 88 カ国、1982 年商業捕鯨モラトリアム可決、1987 年日本調査捕鯨開

始、1994 年南極海産サンクチュアリー設定 

 商業捕鯨枠の設定方式：1971/72 年まで BWU(Blue Whale Unit)規制：16,000BWU←過大 

   1974 年・新管理方式 NMP(New Management Procedure)：MSY・初期資源量に基づく

MSYL の設定を目指した→初期資源量や自然死亡率などの科学的データが不足した

ため、科学的に信頼できる MSYL の算出が不可能であった。 

     1994 年・改訂管理方式 RMP(Revised Management Procedure)：目視調査と過去の捕獲

統計から、一定の安全率（科学的不確実性）を加味して決定する方式：1994 年：ミ

ンククジラ・平均 150 頭（最小 63 頭-最大 311 頭）→RMP を監視する制度である改

訂管理制度 RMS への合意が出来ないため、商業捕鯨の再開は出来ず。 

日本の調査捕鯨：2005/06-2010/11 年度：南極海：ミンククジラ 850 頭、ザトウクジラ

50 頭、ナガスクジラ 50 頭 

2000 年-年度：北西太平洋：ミンククジア 220 頭、ニタリクジラ 50

頭、イワシクジラ 100 頭、マッコウクジラ 10 頭 
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ICCAT（大西洋まぐろ類保存国際委員会） 

1966 年条約、1969 年発効、現在 48 カ国 

クロマグロ資源量は、未利用状態に比べて 15％へ激減している。 

漁獲可能量（TAC）：東部大西洋クロマグロ、2008 年決定（2009 年決定） 

 2008 年：28,500t、2009 年：22,000t、2010 年 19,950t（13,500t）、2011 年：18,500t（未） 

  禁漁期：はえ縄 6/1-12/31、まき網 6/15 から翌年 4/15 

  漁獲証明書制度（IUU 漁業対策）、モニタリング 

 

 
 

  Source: ICCAT Report 2008-2009(Ⅱ) 
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（３）コモンズ論 

「コモンズの悲劇」：Hardin, G.(1968), The Tragedy of Commons, Science 162, pp.1243-1248  

  ハーディンは、環境資源などの「コモンズ」は、利用者が私的便益のみを考慮した合

理的行動をとると、コモンズ全体としては過剰利用となり、結果としコモンズの崩壊が必

然化するとした。←ハーディンは「コモンズ（共有資源）」と「オープン・アクセス」にお

ける資源（非コモンズ、自由財）を混同していたとの批判 

ハーディンの主張の要点：環境・資源問題の根本は人口問題であり、人口抑制のために

は技術主義的手法は根本的限界があり、「自由の制限」＝「社会的強制」の必要性とそうし

た社会的強制を可能にする社会的規範（social norms）・社会的制度（institutions）の重要性

を指摘した点。 

 

コモンズの悲劇と囚人のジレンマ（prisoner’s dilemma game） 

 一回限り（one shot）の非協調ゲーム：プレイヤーは「拘束性を持った契約」を結べない。 

                  完全情報の仮定 

 

 囚人のジレンマにおけるペイオフ 

 

 

 

 

 

 

 

2 人の農民による、共同牧草地への放牧、 

多くの家畜を放牧（L）する戦略と少なく放牧（S）する戦略 

「第 1 の農民にとって、第 2 の農民が S を選択すると、自分は L を選択した方が 3 単位だ

け利益を多く得られる。また、かりに第 2 の農民が L を選択しても、第 1 の農民にとって

は Sを選択したときの-1単位より、Lを選択した 0単位の利得の方が大きく、Lを選択する。」 

 →均衡解（ナッシュ均衡）は（0,0）→個人の合理性と社会の合理性の乖離 

  

社会的合理性（5,5）への可能性 

 協調ゲーム：拘束力を持った契約←監視制度、制裁や罰金制度→歴史上の「コモンズ」 

 非協調・繰り返しゲーム：社会的学習による協調行動、社会的割引率が大きくない 

 

オストロム（Ostrom）の持続的コモンズ（CPR）の 7（8）条件 

Ostrom, E. (1990), Governing the Commons, Cambridge UP 

 Ostrom, E. et al.(1994), Rules, Games, and Common Pool Resources, Univ. Michigan Pr.   

①コモンズ（資源）の境界のみならずコモンズの構成員も明瞭に定義できること。 

②時間・場所・技術等を定めたコモンズ利用ルール(appropriation rule)、労働や原材料の提

供などを定めたコモンズ管理ルール(provision rule)、コモンズ地域特性(local condition)

が相互に関連していること。 

③コモンズのルールの変更はコモンズ・メンバーの参加によって行われること。 

④コモンズの資源状態、メンバーの行動が監視されること(monitoring Cost)。 

⑤ルール違反に対する制裁は、違反の程度に応じてなされ、制裁額は違反から得られる

利得より有意に多きいいこと(sanction, penalty)。 

⑥利用者間の利害の不一致を低コストで調整できる機構が存在すること。 

⑦コモンズを組織し、管理する権利が、コモンズに属していない外部の政府機関等によ

って大きく侵害されないこと。 

⑧各段階（1 から 7）の必要に応じて、多層的な構造であること。 

 

 

S2 

 

L2 

 

S1 

 

5, 5 

 

-1, 8 

 

L1 

 

8, -1 

 

0, 0 
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２．SD指標、持続性指標 

（１）UN-CSD 

 Phase 1: 1995-1996; Development of Indicator Methodology Sheets; Agenda 21, DSR 

  Phase 2: 1996-1998; Training and capacity building (UNDP Capacity 21),  

National testing（22 カ国） 

  Phase 3: 1998-2000; Lessons learned, Evaluation of testing results and indicator set 
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DPSIR (OECD) 
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３．講義日程 

第 1 部 持続可能な発展（SD）の概念と理論 

1. ガイダンス：持続可能な発展とは？ 4/07 

2. 開発と環境：環境クズネッツ曲線 4/14 

3 持続可能性の理論 4/21、4/28 

4. 持続可能な発展の指標 5/12 

第 2 部 途上国の開発政策と持続可能な発展 

5. 途上国の貧困と開発 5/19  

6. 途上国の開発政策 5/26 

7. 途上国の開発と環境 6/02 

第 3 部 国際開発援助と持続可能な発展 

8. 国際開発援助の歴史と制度 6/09 

9-10. 開発援助政策の理論と評価 6/16 

11-12. 開発援助と地球環境問題 6/23（休講予定？）、6/30 

第 4 部 新たな開発戦略 

13-14. グローバル・サステイナビリティと国際開発協力 7/07、7/14 

15. まとめと試験 7/21、7/28（補講予定？） 


